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〔論 文〕

『金融経済研究』第48号，2025年1月

相互銀行の普通銀行転換再考
―庶民金融の視点から―

大 濱 匠 一

要旨
1989年から90年にかけて，相互銀行が普通銀行に転換した．これは，鎌倉時代に誕生した

無尽金融の流れを汲む金融形態がその700年以上の歴史に幕を閉じた出来事であったと言え
る．無尽金融は，相互扶助機能をもつ庶民金融として，長い間庶民の金融手段としてその生
活を支えてきたものである．本稿は，その庶民金融の視点から，相互銀行の普銀転換に至る
までの過程について，相互銀行側と金融当局の動きを史料により明らかにしつつ，歴史的意
義と本質について再考するものである．

1 は じ め に
1990年，戦後約40年以上続いた一つの金融業態が消滅した．1) 相互銀行の普通銀行への転換（以

下「普銀転換」）である．相互銀行の前身は大正時代1915年制定の無尽業法で創設された無尽会社
であり，さらにその源流を遡れば，中世に出現したとされる頼母子講または無尽講（以下「無尽金
融」）にたどり着く．頼母子講については，例えば池田（1918）は「たのもし」が最初に現れた古
文書は1275年の『高野山文書』であるとし，中田（1903）は無盡が現れた最古の文書として1387年
の『香取文書』を示している．そこから起算すると，相互銀行は約700年以上も前の鎌倉・室町時
代にルーツをもつ金融形態だと言える．
そもそも，相互銀行の業態転換という「（前略）一つの金融業態の諸組織が一斉に消滅すること

は，わが国のみならず他の諸国でも稀」な事象である（由里（2020））．しかも，700年以上の歴史
に幕を閉じたとすれば，日本金融史における「大事件」ではないのか．ところが，この転換を正面
から「研究主題として取り上げた論文・著書が見当たらない」．2)

一方，無尽金融に関しては膨大な研究の積み重ねがあるほか，無尽金融を含む庶民金融や相互扶
助金融をテーマとした研究も多い．3) 本稿は，それらの先行研究も踏まえ，「日本金融史における一
大事件」とも言える相互銀行の普銀転換について，庶民金融や相互扶助金融という視点から関連史
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1) 相互銀行68行のうち66行が1989年，徳陽相互銀行は1990年に転換した．実際の完全消滅は1992年の東邦銀行の
合併（あるいは制度的には1993年の相互銀行法廃止）である．

2) 由里（2020），71(1)，103頁．
3) 澁谷（2001）は文献整理を行い明治以降1976年まで102件を紹介している．



24-10-264　03-論文（大濱氏）.mcd  Page 2 25/01/09 11:41  v5.51

料4) を検証しつつ，その歴史的意義と本質を再考するものである．

2 無尽会社から相互銀行へ
本稿の中心は1989年から翌年にかけて行われた相互銀行の普銀転換であるが，その前史ともいう

べき無尽会社が相互銀行へ至る過程にも着目したい．終戦から1951年の相互銀行法の施行までに展
開された議論，無尽金融に関する GHQの考え方，日本政府の対応などは，無尽金融という長い歴
史の連続と断絶を考察するうえで欠かせない要素だからである．
2.1 終戦直後の無尽会社
終戦直後の無尽会社は，1945年9月末で会社数61社，預金額約20億円である．その後戦時補償の
打ち切りとそれに伴う一連の金融機関の再建整備がなされたが，無尽会社も他金融機関と同様に整
備対象となり，1948年3月末に最終処理が完了し，その損失確定分6.3億円のうち4.6億円の政府補
償を受けている．5)

終戦直後の無尽会社にとって着目すべき動きは，戦前からの悲願でもあった預金業務および見做
無尽の取扱いである．普通預金・定期預金は1945年12月，納税準備預金と当座預金は1949年4月，
見做無尽は同年5月に法令改正により認められている．
戦後における預金業務の取扱いは「悪性インフレーション下での貯蓄奨励の必要性」6) に基づい
ていたが，「無尽会社が金融機関として業務面で抱えていた大きなウイークポイント」7) を解消する
ものでもあった．
さらに，当初から一定の口数で「組」などを組成した典型的な無尽には，需給の不一致という構

造的欠陥があった．そのために，参加者から抽籤や入札で受給者を決定する方式がとられていたが，
見做無尽は組を設けることなく契約者が随意に加入でき，口数は一定しないが，希望者は一定の掛
金を払込をすれば抽籤や入札によらず期間の満了または中途での給付を可能とした．事前に給付額
も時期も任意に決められ，給付の確実性や予見性をもたらす使い勝手のよい金融商品であったこと
から，契約高は取扱開始以降急増した．8)

両業務の取扱いは預貸両面での不安定要素を払拭して確実な給付を可能とし無尽金融の構造的欠
陥を克服した画期的な出来事であり，戦後の急速な復興を金融面で支えた両輪であったことは間違
いない．無尽会社にとって「中小企業金融としての目覚ましい発展期を迎える原動力」9) であり，
「相互銀行転換への重要な布石となった」．10)
2.2 戦後の金融制度改革と相互銀行の誕生
『昭和財政史』（1983）は「我が国の金融機構は，戦前の資本主義経済発展の中で特殊な性格を与
えられ，その上，第二次世界大戦中の戦時経済体制下において，その機構がさらにゆがめられた」
という史的認識のもと，「かくて，戦後における金融制度の民主化は，」「戦前の特殊なゆがみの是
正」と「戦時体制の完全な払拭」という二つの目的があったとする．そのうち「後者については平
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4) 関連史料としては，第二地方銀行協会（2002）（以下『50年史』），大蔵省財政史室編『昭和財政史』（以下『昭
和財政史』）や『銀行局金融年報』などのほか，日本銀行金融研究所アーカイブ所蔵の一次史料も参照とした．

5) 『昭和財政史』(1983），302頁，表1-9．
6) 『50年史』，37頁．
7) 『50年史』，36頁．
8) 西谷武雄（1951）は，無尽契約額が1945年9月の約54億円から1950年末には35倍の約1,904億円へ，資金量も
20億円から約780億円へ39倍近く急増したことを示している．

9) 『50年史』，36頁．
10) 『50年史』，41頁．
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時経済に移行することから，何びとにも異存ないところであるが，前者については，資本主義経済
としての発展を通じて培われてきた歴史的性格を大きく変更するものであるから，その方向につい
ては多くの議論が展開されることとなった」と，戦後の金融制度改革の道程の厳しさを予見させる
見解を記している．11)

その文脈で言えば，特に，無尽会社は金融制度の民主化の目的のうち前者に関わるものとされた
のか，様々な改革の中でも GHQと日本側の確執が顕著に表れたテーマであろう．相互銀行法成立
までの過程を一言でいうと，戦後の金融制度改革の中で「歴史的性格を大きく変更」しようとする
GHQと長い歴史をもつ庶民金融の形態を守ろうとする日本の金融当局や業界との攻防という表現
がふさわしい．
以下，庶民金融の視点から相互銀行に至るまでの経緯を検証する．論点は，戦後の金融制度改革

の中で無尽金融の系譜はどう守られたか，なぜ「無尽」という名称が消滅したかである．
(1) 無尽金融の系譜はどう守り抜かれたか
戦後金融制度の再編成の論議は，1945年10月20日に発足した「日本銀行制度改正準備委員会」が

皮切りであるが，無尽会社を含む民間金融機関を対象とした論議は，同年12月2日に設置された
「第一次金融制度調査会」が出発点である．五つの部会のうち，無尽会社はその中の第三部会，さ
らに庶民金融を対象とする第二分科会で取り扱われた．
以降，1951年の相互銀行法成立に至るまで僅か6年弱，その間，1949年初頭から8月まで制度改

革の議論が中断した時期を挟んで，無尽会社の位置づけは大きく変化している．
まず，中断までの議論を見ると，無尽会社は，一貫して「金融業法」という「米国の立法例を参

考にした広範かつ強力な総合法案」12) という大きな枠組みの中に位置づけられている．例えば，
1947年12月の「金融業法案要綱」では，「金融関係法改正案の建方」13) の中の「国民金融金庫」以
外は一括法案とする「甲案」を採用している．
そして，この枠組みは，1948年8月17日に司令部側が示した「新法律の制定による金融機構の全

面的改編に関する件」（以下「司令部提案」）14) 以降も変わっていない．25日の第4回大蔵省－司令
部事務レベル交渉では適用対象に無尽会社を入れている15) ほか，27日の銀行局作成資料16) でも，
一般金融機関の範囲に無尽会社を含み，他の業態とともに「ほぼこれまでの業務分野を続けると言
う方針をとっている」．しかも「その考え方の基本は，司令部の提案と大きな食い違いはない」と
した．17) 司令部提案に対して9月18日に大蔵省銀行局が作成した日本側回答18) でも「新立法の適
用対象」とされている．
さらに，司令部提案に対応するための準備機構19) のひとつとして同日に発足した財界・銀行界

相互銀行の普通銀行転換再考（大濱匠一）

©Japan Society of Monetary Economics 2025

45

11) 『昭和財政史』(1983)，329-330頁．
12) 『相互銀行史』，141頁．
13) 1947年10月銀行局作成．ほかには，乙案（「日本銀行法」と「保険業法」も単独法とし，残りを一括），丙案
（「銀行法」，「信託業法」，「無尽業法」，「金融組合法」のみを一括），丁案（全て単独法）を含む4パターンが示
されている（『昭和財政史』(1983)，385頁）．

14) 原文 Over-all Revision of the Banking Structure Through Enacting of New Legislation は日本銀行金融研究所
編（1995），邦訳や解説は日本銀行調査局編（1967）など．
15) 『昭和財政史』(1983)，395頁．
16) 「司令部提案中の（一）の（ｃ）以下の部分（ただし（ｄ）を除く）に対する要綱（案）」．（『昭和財政史』
(1983)，404頁）．
17) 『昭和財政史』(1983)，411頁．
18) 「8月17日付の司令部提案に関する司令部説明」．大蔵省銀行局が司令部の提案の個々の条項，字句に対する
質疑の司令部側の解釈を整理したもの（『昭和財政史』(1983)，421-422頁）．
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の代表からなる「金融制度改革協議会」内に無尽部会が設けられ，7回に亘る議論の末10月25日に
中間報告が発表されたが，そこでも「ほぼ当時における無尽会社の現状を認めるものとなり，業務
面では銀行化をかなり鮮明に打ち出したもの」20) とされた．
1949年2月に正式に銀行局でまとめられた「金融業法案要綱」でも「わが国で歴史的に形成され

た各種金融機関に認知を与え，銀行分業の考え方を示し」つつ，無尽会社についても独立項目とし
て記載し，「銀行業務（たとえば預金の受入れ等）を認めている」．21)

このように，金融制度改革における無尽会社の位置づけは日本側では一貫しており，しかも上記
資料で見る限り，司令部側も異を唱えていない．22) しかし，1948年末に経済安定9原則が示され，
司令部の日本経済に対する方針が安定化政策優先へと転換したことを契機に，「金融業法案」は当
面見送りとなり，議論は中断する．
そして，金融制度改革の議論が再開されて以降，位置づけは大きく変化する．発端は，1949年8

月愛知銀行局長がロビンソンとの会談において「金融関係法規の整備と各種金融機関の役割の明確
なる区分の設定」を含む事項についての討議を要望したことである．同局長の主張の要点は，総括
的な規制法案ではなく「各金融機関毎の単独法として個別に国会に上程しようとする」23) ことであ
った．つまり，「わが国金融制度の中心に位置して」24) いる「銀行法」改正問題に関する論議を最
優先としつつ，各金融機関については単独法案として同時並行的に作業25) を進めようとしたので
ある．特に，無尽会社については「無尽業法を整備し，銀行とは明確な区別を画したい」26) とされ，
大転換であった．その後，「銀行法」の改正案は1950年10月20日の第5次案まで検討が重ねられた
が，無尽会社の位置づけは基本的には「単独法」とする方針のままである．
ただ，1950年7月1日の「銀行及び金融業務等に関する法律案」（第3次案）には二つの理由で

触れておきたい．一つは，同案において初めて無尽会社の相互銀行への転換が明記されたこと，2
点目は他業態まで網羅した「金融業法案」に戻っていることである．最初の点は，1年後の相互銀
行への転換につながる契機であり，『50年史』は「大蔵省も無尽会社を新しい時代に応え得る中小
金融機関として育成するには，従来の『無尽業法』の枠内にとどめる限り不可能であるとの考えを
もっていた」ことから「無尽会社を相互銀行に転換させることとし」たと記している．2点目の経
緯については，日本銀行調査局編（1967）は「第2次案の考え方を根本的に改め，再び連合軍総司
令部の当初構想に立ち戻り，銀行のみならず，信託・無尽・信用組合にまでその範囲を拡大し，単
一の金融業法的性格を帯びた」とし，『昭和財政史』（1983）は「信託会社，相互銀行をはじめこの
信用協同組合が入れられたのは，司令部側の強い意志がはたらいたものと思われる」とした．いず
れもGHQの意向を汲んだ大蔵省が無尽会社を「広義の銀行」に含めようとしたとの説明である．
しかし，その僅か1ヶ月後の第4次案では「総司令部との折衝の過程で，(中略)銀行から信用協
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19) 8月19日に設立した「司令部との連絡機構，省内関係部局間の連絡機構および官民各界の意見聴取を行う審
議機構」を3本柱とする「金融制度の全面的改正に関する準備機構」のこと（『昭和財政史』(1983)，388頁）．
20) 『50年史』，65頁．
21) 『昭和財政史』（1983），460頁．
22) GHQ経済科学局財政金融課による1948年3月5日付けの包括的金融業法案“New Overall Banking Law”の
34項 f には規制対象として無尽会社が含まれており，銀行に適用される全ての規制や制限に従うべきとの記載が
ある（日本銀行金融研究所編（1995），407頁）．
23) 『昭和財政史』(1983)，543，545頁．
24) 『昭和財政史』(1983)，545頁．
25) 11月11日付け銀行局文書「通常国会提出予定法律案件名調」の中には「無尽業法改正法律案」含め5法案が
含まれていた（『昭和財政史』(1983)，547頁）．

26) 『昭和財政史』(1983)，544頁．
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同組合までを一つの法体系に包含することは，総司令部の意向に沿わないことが明らかになっ
た」27) として，再び「新銀行法案」に戻りそのまま第5次案となる．1949年10月の第1次案から
1950年10月第5次案までの1年間，GHQとの厳しい折衝に加え，その意向と解釈に右往左往して
いる状況が浮かび上がってくる．
そして「広範な，すべての金融機関法令を含むものと考えられていた金融業法案は，普通銀行の

みに縮小されてきたということ」28) で，無尽会社は包括的な枠組ではなく，単独法としての成立を
めざすことになった．大蔵省は11月13日に「相互銀行法案要綱」を作成し，15日には「相互銀行及
び信用金庫の構想について」において，「信用金庫法」と並んで「相互銀行法」を単独法でそれぞ
れ制定し，中小企業金融機関の整備に資したいとの方針を明らかにした．この方針のもと，翌年1
月に「相互銀行法案」を起草，2月には衆議院内に「相互銀行設置に関する準備委員会」が設けら
れ，法案の本格的検討にはいった．
ただ，その間もGHQとの「折衝は難航を極め」29) た．GHQは「伝統を有する無尽を理解せず，

無尽は金融ではなく，ギャンブルであり，投機的なものであるとの見解をとり，看做無尽の形態で
も非金融的であるから預金業務を合わせ取扱う銀行とみなすことは危険であると主張して譲ら」30)

ず，最後までその姿勢を変えることはなかったのである．
結局 GHQとは合意に至らないまま，残されたただ一つの方法である議員立法として第10国会に

提出され，1951年5月10日に成立し，6月5日公布・施行されたのである．
上記の流れを庶民金融の視点から総括したい．まず，無尽業界の動きとしては，1949年1月に無

尽銀行の構想を決定，法制化運動を展開し始め，5月には大蔵省に無尽銀行への改組を要望する．
背景には前述のような GHQ 方針に対する深刻な危機感31) があり，「銀行にする以外に根本的な対
策はないと言う結論に達し」32) ている．翌年1月18日「無尽銀行法についての意見書」，第3次案
後の9月14日には「相互銀行法案に関する意見書」を大蔵大臣に提出した．年末にも「陳情書」を
提出するなど「猛運動」33) を展開した．「無尽銀行法についての意見書」の冒頭には「無尽会社が
吾が国古来から親しまれてきた『無尽』という名称を捨てず，而もその経営の実体からして無尽銀
行法を作り，現在の無尽会社を全部これに従って経営することは最も理想的であり」と記されてい
る．「趣旨は無尽業務と銀行業務を兼営するが，普通銀行との競合を避けて，中小企業金融，庶民
金融の分野で専門性を発揮したい」であった．34) 業界内には，無尽金融という自らの出自に対する
確固たる歴史観と庶民金融としての役割認識が存在していた点がよくわかる．
大蔵省も，終始庶民金融機関としての無尽会社への期待感を明確に意識していた．例えば，1947

年「無尽会社の再建整備に関する件」では「無尽が本来相互扶助を根本目的としている点に鑑
み」35) と述べ，「相互銀行及び信用金庫の構想について」においても「普通銀行の外に，大衆的な
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27) 日本銀行調査局編（1967）328-329，343頁．
28) 『相互銀行史』，144頁．
29) 『50年史』，70頁．また，当時銀行局特殊金融課長補佐の長谷井輝夫は「一番苦心した『生まれ出ずる悩み』」
と称して，経済科学局金融課にロビンソンを訪ねたときの様子を「こちらの説明に対して，木で鼻を括った態
度」と語っている（長谷井（1981））．

30) 『相互銀行史』，147頁．
31) 『相互銀行史』，144頁には「この GHQ の考えをおし広めると（中略），無尽会社の経営はふたたび戦前の窮
屈な状態に押し込まれて発展への希望が失われ，さらには無尽業界にとって一大危機に当面することになるわけ
である」と述べられている．

32) 『50年史』，66頁．
33) 『相互銀行史』，148頁．
34) 『昭和財政史』(1983)，669-670頁．
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貯蓄銀行的な性格を有し，地方的な相互金融を主たる業務とする相互銀行を設ける」として，庶民
金融としての役割を積極的に認めていた．だからこそ，GHQに対して「無尽を理解させることに
全力を傾注」36) しつつ，包括案での対応を断念し単独法としたうえで，名を変えてまで法案成立を
めざしたのだと思われる．
先に，戦後の金融制度改革の中で無尽会社の位置づけが途中で大きく変化したと述べたが，それ
はある意味で一括法か単独法かという法案の建方，形式的な問題であろう．GHQとの攻防の中で，
無尽金融を守り抜くための方便だったとも言える．むしろ庶民金融としての本質的な位置づけは一
貫している．
そして，政府提出さえも困難となるや，国会関係担当官ウイリアムとの直談判におよび「民主的
な国会が賛成しているのであるから，民主主義のルールを主張する GHQがこれを拒否しないよう
に要望し」，「国民の要望ならやむを得ないというというように態度を軟化させ」，37) 最後には議員
立法という形で押し切ったのである．
(2) 「無尽」名称消滅の経緯
上記のとおり，相互銀行法成立までの紆余曲折の背景には GHQとの厳しい折衝があったが，そ
の過程は，「無尽」という言葉が消えた経緯にも大きく影響している．名称消滅は，鎌倉・室町時
代に発生した無尽金融が相互銀行法の成立をもって大きな転換点を迎えたことを示唆しており，そ
れが後の普銀転換への起点になったと考えると，歴史的に重要な意味をもつ．そこで改めて，「無
尽」という名称が消えた経緯を見てみたい．
参考文献38) によれば，3点に整理できる．一つは，終戦後の無尽会社の業務改革，つまり，預
金業務と見做し無尽が認められたことである．先述のとおり，両業務が認められたことは運用調達
両面の構造的欠陥を克服した画期的な出来事であり，無尽会社の「銀行化」に拍車をかける動きで
あった．実際，これを契機に業務量も飛躍的な発展を遂げ，戦後の中小企業金融を支える重要な金
融機関としてそのプレゼンスを高め，銀行転換論議を促した．ところが，銀行転換論が高まるほど
「無尽」という名称がまとっている前近代性が一層クローズアップされ，二つ目の GHQ の無理解
や批判につながったと思われる．この間の GHQの反対意見やその理由などに関する直接的な資料
は見いだせない39) が，ナジタ（2015）は「太平洋戦争後に連合国最高司令官が，無尽会社は近代
の民主的経済に明らかにふさわしくないという理由でその解散を命じたという話」があり，その理
由として「無尽の名称や手続きが近代以前の遺物であり，一種の『賭け』のように見える外見は新
しい民主主義にふさわしくないと見なされた」と記載している．Dekle ＆ Hamada(2000）も GHQ
の無尽に対する無理解や誤解を伝えている．最後が大蔵省の対応である．「無尽会社を新しい時代
に応え得る中小金融機関として育成するために」「辛酸をなめたGHQとの折衝」40) を経て相互銀行
法成立に至った経緯は先述のとおりである．
「相互」という名称について，当時大蔵省銀行局飯田特殊金融課長は「Mutual という言葉は当時
の無尽にふさわしく，中小企業の国民大衆から金を集めて，中小企業に還元することを意味し，
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35) 『昭和財政史』(1983)，669頁．
36) 『相互銀行史』，148頁．
37) 『相互銀行史』，151頁．
38) 『相互銀行史』，『50年史』，ナジタ（2015），Dekle ＆ Hamada（2000）など．
39) 日本銀行金融研究所（1995）SCAP資料，『昭和財政史』(1982)英文資料のほか，国立国会図書館日本占領関
係資料でも，管見の限り確認できなかった．

40) 『50年史』，67,69頁．
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GHQ にもわかるのではないか」41) としている．同課課長補佐であった長谷井輝夫氏も「訳した場
合にMutual Loan and Savings Bank ということから来たし，又当然固有業務の無尽の相互融通性
から来るものと思う．（中略）無尽という旧い名称からは離れて，近代性がもられていると自覚し
たい」と述べている．42) いずれも英語表記の効果を伝えており，GHQ を意識した「名付け親」43)

としての大蔵省の苦悩が見える．
無尽会社から相互銀行への歩みを見ると，一括法から単独法へ，そして名称変更と譲歩を重ねな

がらも，GHQの外圧から庶民金融としての歴史的価値と役割を守ろうとした官民の姿勢が窺われ
る．名（無尽）を捨てて，実（相互銀行）をとったと言えるだろう．
2.3 相互銀行法が継承したもの
名（無尽）を捨ててまで守ろうとした庶民金融としての役割は相互銀行法に引き継がれた．同法

は，主に，相互銀行と普通銀行の相違点および信用機関としての整備の二つで構成され，44) その第
一条には「この法律は，国民大衆のために金融の円滑を図り，その貯蓄の増強に資するため，相互
銀行について必要な規定を定め，金融業務の公共性にかんがみ，その監督の適正を期するとともに
信用の維持と預金者等の保護に資することを目的とする．」と相互銀行の役割が明記された．中小
企業の機関であり，国民大衆の貯蓄の蓄積機関であり，無尽の持つ有効な割賦弁済方式および零細
預金の吸収活用との二面を総合した新制度45) と言える．「無尽」という名前は消えたが，相互銀行
法は無尽金融が担ってきた庶民のための相互扶助機能というDNAを継承していたのである．
そして，相互銀行法制定後，転換前無尽会社70社のうち，まず58社が1951年10月に第一陣として，

翌年以降10社が，1958年建物無尽2社が転換している．生まれたばかりの相互銀行であったが，同
時期に始まった高度成長の追い風も受けて，中小零細企業の旺盛な資金需要に応える金融機関とし
て，独自の発展を遂げていく．
このように，無尽金融の系譜を引き継ぐものとして，相互銀行は中小企業金融の専門機関として

の存在意義を確保していくのであるが，表1のとおり，当局からもその役割を期待されていた．

相互銀行の普通銀行転換再考（大濱匠一）
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41) 『相互銀行史』，145頁．
42) 『50年史』，81頁．
43) 金融財政事情研究会（1976）より．
44) 前者は第1,2,4,6,8,10,13条，後者は第3,5,7,9,15-27条に規定されている．
45) 『新編弘前市史』編集委員会編集（2005）．
46) 一万田日本銀行総裁の発言は日本銀行金融研究所編（1990）374頁，近藤氏の発言は近藤（1956），松本氏の
発言は松本（1966）より．

表1 相互銀行の役割に関する当局の見解46)

1953年6月 一万田日本銀行総裁：大阪での金融機関代表者との懇談会
「相互銀行は同じ銀行でも無尽を本質としており、この本質を十分に発揮して頂きたい。（中略）その資金
は銀行の資金とは性格が異なるから銀行で行えない大衆的な資金の融通を図って欲しい」

1956年10月 近藤道生（大蔵省銀行局中小金融課長）
「一方融資面では、中小企業金融に専念することを使命としているのであるから、往時の貯蓄銀行の如く、
安全な有価証券を保有して事足れりとする如き態度に甘んじていることは許されない。中小企業方面への
金融は必ずしも充分満たされたとは見られず、従って中小企業金融専門機関の活動を期待する余地は未だ
多い」

1966年4月 松本久男（大蔵省銀行局中小金融課）
「かりそめにも、中小企業以外の企業への融資によって、局面の打開を図っていこう、というような考え方
は、厳にいましめるべきである」

(出所) 日本銀行金融研究所編（1990）ほかを参考に作成．
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これらの発言からは相互扶助金融という無尽金融の本質に対する当時の当局者の想いを確認でき
る．行政面でもそれを支援する施策等が実施され，業務拡大等につながる法改正も4回実施されて
いる．47) また，1967年以降金融制度調査会における中小企業金融のあり方に関する議論でも，1980
年まで，中小企業金融機関は現状のとおり相互銀行，信用金庫，信用組合の3機関を認めるべきと
の見解は崩れていない．
しかし，辛うじて残った「実」の部分も，その後，最終的には普銀転換によって失われ，名実と

ともに鎌倉時代から継承してきた無尽金融は断絶することになる．その意味で，この相互銀行への
転換は無尽金融の「終わりの始まり」であったともいえる．
また，1951年11月社団法人全国無尽協会は社団法人全国相互銀行協会（以下「相銀協会」）に改

称された後，業界団体として相互銀行の地位向上や業務拡大等を進めつつ，1970年代初めから普銀
転換の議論を主導していくことになる．

3 相互銀行の普銀転換
3.1 普銀転換までの相互銀行側の動き
その後高度成長から安定成長へ，そして金融の国際化・自由化の流れを背景に，数々の法改正を
経て，法制面でも実態面でも，いわゆる「普通銀行との同質化」が進行した．その中で普銀転換へ
の議論が始まり，紆余曲折をへて1989年に普銀転換が実現するが，本節では，その時代背景ととも
に普銀転換論議を二つのラウンドに分けて検証しつつ，転換に至るまでの当局の動向も考察する．
なお，日本銀行金融研究所アーカイブ保存の「特定歴史公文書等」の資料48) を参考に，普銀転換
直前の相銀協会側の見解なども確認していく．
(1) 時代背景の変化（普通銀行との同質化の進展）
1951年に無尽会社から転換した相互銀行は，その後中小企業金融の専門機関として業務を展開し
ていくが，1989年の普銀転換に至るまでの約40年間，国内外の環境は大きく変動し，普通銀行との
同質化を促す変化が見られる．表2はその動きを整理したものである．
戦後高度成長期の中，1950年代は中小企業設備投資増加に対応するため経営合理化や内部体制の
改善を進め，日銀との取引が始まり内国為替の許可を受けた．その後，1960年代は国際競争力強化
のための低金利政策下で業容の拡大強化を図っていったが，行政面では金融効率化が推進され始め
た時代である．そして，1970年代，ドルショックや石油危機を契機として積極的に中小企業の資金
需要に対応しながら，引き続き質量両面での業容拡大を図っていく．1980年代に入ると，金融自由
化や国際化，それに伴う行政変化を受けて，さらなる業務範囲の拡充などが進行した．これらの一
連の流れは，業務内容や規模などの面で普通銀行との違いの希薄化，すなわち同質化の進行を示し
ている．
同質化を法制面から見ると，相互銀行法における5つの特性49) の廃止や緩和が挙げられる．ま
ず，1953年法改正で内国為替が，1968年には最低資本金の引き上げ，営業区域の廃止，預金支払準
備の拡張がなされ，1973年には外国為替取引が可能となった．相互掛金業務については，1963年
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47) 1963年8月内国為替取扱の認可，1968年6月中小企業金融制度改善整備，1973年7月外為業務の追加，1981
年6月中小企業金融制度改善整備などである．

48) 資料には，相銀協会幹部と日本銀行との間で定期的に開催されていた相互銀行招待懇談会や相銀協理事との
懇談会の模様が記録されている．

49) 5つの特性とは，相互掛金業務の独占的認可，最低資本金額，為替業務の禁止，営業区域の制限，大口信用
供与の制限や預金支払準備等の規定である．
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「残債方式」の採用など改善・合理化のための改正がなされたが，既に類似の金融商品の開発など
もあり，「固有業務としての独自性はほとんど失われつつあ」り，50) 掛金・給付金とも減少の一途
を辿っていき，「もはや相互銀行の調達・運用面の特徴をなすものとはいえなくなっていた」．51) こ
れらは「業務の同質化」52) とも言えるが，加えて指摘されるのが融資構成面での変化，すなわち中
小企業金融専門機関としての特徴の希薄化である．『50年史』は科目別，業種別，1先当たり融資
金額などの業態別時系列変化を比較しながら，中小企業金融分野での相対的な地位の低下を示して
いる．例えば，「科目別融資構成」では，割引手形のウェートが1965年から急上昇した一方，都銀
や地銀における中小企業向け貸出増加の影響を受けて証書貸付のウェートが高まっていること，1
先当たり融資金額の推移では，1960年3月末で518千円だったのが1965年以降大幅な増加を示して，
1985年3月末には約14百万円にまで達し，地方銀行の約18百万円に匹敵するに至ったと指摘してい
る．1先当たりの融資額には由里（2020）や安田（1977）なども着目しており，小口零細の資金ニ
ーズへの対応を重視する相互銀行において「中堅・大企業向け融資が増加傾向にあったことから，
大口化が急速に進んでいる」53) 点を示している．安田（1977）は，貸出先数の推移に着目して，
1968年約49万社から1976年約82万社に67％増加させた都銀に対して，相互銀行は13％減少だったと
指摘している．さらに，上田（1989）は，中小企業向け貸出残高の金融機関別構成比の推移を示し
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50) 『50年史』，290頁．
51) 『50年史』，291頁．
52) 倉科（1968）．
53) 『50年史』，293頁．

表2 相互銀行とその時代背景

時代区分 経営環境 相互銀行の状況

1950年代

・貿易為替の自由化 ・長期計画にもとづく経営合理化，内部体制の改善，コスト及び貸出金利引き下
げを図る．

・所得倍増計画
（中小企業設備投資増加）

・地銀との貸出金利格差改善をめざす．

・中小企業向け融資：1951年19.8％→61年22.6％．

・金融制度改革
・1949年日銀との取引開始．

・1953年内国為替の認可，大口信用供与の抑制．

1960年代

・構造不況と大型倒産 ・1962年銀行局長通達：体質改善と体制整備．

・開放経済への転換 ・企業の国際競争力強化のため低金利政策推進．

・金融効率化推進

・1968年中小金融2法
「整備改善法」：相互銀行，信金・信組を中小企業金融専門機関に位置づける．
「合併転換法」：異種金融機関相互間の合併，転換の道を開く→金融効率化．

・業容（融資，預金，店舗網）の拡大強化．

1970年代

・ドルショック ・輸出関連下請け中小企業に対する資金提供等を実施．

・石油危機 ・積極的に中小企業の資金需要に対応（1978年資金量20兆円台）．

・金融自由化・国際化 ・1973年相互銀行法改正により外国為替業務取扱が可能となる．

1980年代
・金融行政の自由化，弾力
化
・銀行法改正(1982)

・1981年掛金業務基準の弾力化．

・1982年相互銀行法改正：取扱業務の拡大（金売買，公共債ディーリング，国内
CP など），店舗設置弾力化（海外事務所），融資対象企業の拡大，1年決算へ
の移行，資本額最低限度引上．

(出所) 『50年史』，『相互銀行史』，『昭和財政史』を参考に作成．
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て，都銀が1970年19.2％から1989年には30.1％増だったのに対し，相互銀行は17.1％から10.9％に
低下したと述べており，融資構成面における中小企業金融機能の低下という点で同質化が進んだ様
子が示されている．かかる「同質化」の進展を背景として普銀転換議論が始まる．
(2) 普銀転換議論の推移（ラウンド1）
普銀転換の議論は，1973年相銀協会内の相互銀行制度の抜本的見直しのための「発展計画専門部
会」発足を契機に始まるが，一部相互銀行での簿外債務保証問題などにより議論は一旦1981年に停
止する．そこまでをラウンド1とすれば概略は表3のとおりである．
このラウンド1の動きを『50年史』を参考にフォローしていきたい．まず相互銀行は協会レベル
で制度問題の議論を積極的に進め，1974年10月にイメージ調査などを実施しながら，普銀転換に向
けて理論武装と行政へのアピールを開始している．翌年5月には，先のイメージ調査の結果も踏ま
えて，発展計画専門部会が「相互銀行法を『中小企業銀行法』に改め，『相互銀行』という呼称を
実態（相互掛金業務の衰退等）に合わせて『銀行』とすることに主眼を置いた答申をとりまとめ，

©Japan Society of Monetary Economics 2025

52

表3 普銀転換議論の推移：ラウンド1（1973年～1981年）

1973年6月 相互銀行協会内に「発展計画専門部会」設置を決定：相互銀行制度の抜本的見直しの機運と相互銀行制度
問題検討開始

1973年10月 弘前銀行，地銀青和銀行との合併，普銀転換意向を表明

1974年10月
「相互銀行に関するイメージ調査」実施 ：
・「二流・三流である」とのマイナス・イメージを抱いている個人26.8％（事業所42.7％）
・「相互」を入れた時，入れない時の感じに違いがあると答えた個人51％（事業所56％）

1975年5月 「相互銀行の今後の発展の方向について」（専門部会答申）：「中小企業銀行法」への改正，「相互銀行」の呼
称変更

1975年6月 発展計画専門部会を発展的に解消して，新たに「金融制度研究会」設置：前身部会答申を引き継ぎ理論的
側面補強

1977年2月 「相互銀行の今後の発展の方向について」金融制度研究会中間報告：商号変更は時期尚早，内部態勢強化

1978年2月 「相互銀行の今後の発展の方向について」金融制度研究会答申：経営体質の強化と専門性追求の徹底化，行
政への配慮要望

1978年7月 協会，相互銀行制度に関する事項を審議するため，内に新たに「金融制度委員会」発足

1978年9月 早坂協会長，金融制度調査会あてに相互銀行制度の早期審議を要望

1979年1月 協会の金融制度委員会，相互銀行制度改正案取り纏め，全行一斉転換論を打ち出した

1979年4月 上記改正案に対して 大蔵省は一斉転換は困難である旨回答→協会理事会で相互銀行法改正の方向づけ

1979年6月 大蔵省金融制度調査会答申「普通銀行のあり方と銀行制度の改正について」

1979年7月 協会から「相互銀行法制度の整備にかかる関係法令等の改正方お願い」提出：商号変更含む7項目の改正要
望

1979年10月 大蔵省金融制度調査会において中小企業金融専門銀行等のあり方について審議再開

79-80年 一部相互銀行での簿外債務保証問題表面化：大光相互（79年5月），徳陽相互（同年9月），平和相互（89年
5月）

1980年6月 全国地方銀行協会「相互銀行の称号変更についての意見」行政当局に提出：相互銀行の「銀行」商号使用
への強い反対表明

1980年10月 上記簿外債務保証問題表面化をうけ，協会側から要望の当面撤回申し出

1980年11月 金融制度調査会答申「中小企業金融専門機関等のあり方と制度の改正について」：現状の体系維持

1981年5月 四島新会長(福岡相互銀行社長）「第三普銀構想」提唱

1981年6月 相互銀行法改正を含む金融4法の公布，施行：融資対象制限の緩和，大口融資規制の緩和，担保附社債信
託業務取扱

(出所) 『50年史』，『相互銀行史』，『昭和財政史』(1991，2003)を参考に作成．
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協会理事会へ提出した」．54)

一方，同答申の翌月に同専門部会を発展解消して設置された「金融制度研究会」では，2名の学
者55) に委嘱した理論的側面からの検討も踏まえ，一定の改称の必要性を認めつつも，1977年2月
の中間報告では「直ちに具体的な提案を行うことは時期尚早であり，(中略)業界が一丸となって相
互銀行内部態勢の強化を急ぐ必要がある」56) との見解が示され，転換論についてトーンダウンが見
られている．時期尚早とした理由について，同報告は「問題はかりに相互銀行の改称が実現しても，
その後における業界の進路については必ずしも明確なビジョンを打出すまでには至っていないのが
現状であり」57) と述べている．そのうえで「相互銀行制度の改正は，中小企業専門金融機関として
の実態の確保と法改正との両面から検討される必要」58) ありとして，後者では改正のタイミングの
重要性を示しつつ，前者に関しては，内部態勢強化による体質改善を通して「自らの社会的存在価
値を高めて」59) いくことを求めている．翌年1月には，最終的な答申が協会理事会へ提出され了承
されたが，ここでも商号変更に関しては，「正しい理解を得るための世論づくり」60) と「業界ぐる
みでの専門性追求の徹底化のための前提条件」61) の実現を求めているだけで，「達成すべき課
題」62) としながらも，早急な行動を促す内容にはなっていない．
転換論議に水を差すような答申の背景に何があったのか不明ではあるが，注目すべきは「業界の

進路については必ずしも明確なビジョンを打出すまでに至っていない」との現状認識であり，「中
小企業専門金融機関としての実態の確保」63) である．両教授は検討に際して全国各地の相互銀行22
行に対する実地調査を依頼されている．64) 調査にあたった両教授の目には実態を伴わないまま制度
改正や商号変更に前向きな協会の姿勢が映っており，慎重さを求めざるを得なかったのだろう．庶
民金融の視点からは，中小企業専門金融機関としての明確なビジョンを欠いていたとの指摘は転換
論議の本質を突いた極めて重要な問題意識と思われる．
上記答申後，協会は制度問題の継続検討のため，1978年7月に新たに「金融制度委員会」を発足

させ，5回にわたる協議の結果，翌年1月には相互銀行制度改正案を取りまとめた．ところが，そ
の内容は，先の慎重姿勢とは打って変わって「相互銀行を銀行法による銀行に全行一斉転換させ
る」65) との主張であった．相互銀行法の枠内で商号変更をめざす内容だった1975年5月の答申から，
今回は銀行法による一斉転換への変更である．法的方法論の違いと言えなくもないが，途中1978年
1月には「時期尚早」との答申が出されていることを踏まえれば，僅か1年の間に方針が大きく変
わったことになる．その間何があったのか．『50年史』に記載なく，確認できる資料もほかには見当
たらない．「40年足らずの業態存続期間の約6割の長きにわたり，自業態の拠って立つ制度の改廃
を求め続けた」（由里（2020））当業態の姿勢は，慎重意見を唱えた答申でも止められなかったのか．
一方，金融制度委員会や大蔵省の姿勢は消極的であった．「全行一斉転換論」に対しては，1979

相互銀行の普通銀行転換再考（大濱匠一）
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54) 『50年史』，296頁．
55) 吉野昌甫一橋大学教授，山田良治東京経済大学教授．
56) 『50年史』，299頁．
57) 『50年史』，299-300頁．
58) 『50年史』，299-300頁．
59) 『50年史』，299-300頁．
60) 『50年史』，301頁．
61) 『50年史』，301頁．
62) 『50年史』，301頁．
63) 『50年史』，301頁．
64) 『50年史』，298頁．
65) 『50年史』，305頁．
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年4月に「中小企業金融を専門とする相互銀行制度を直ちに廃止あるいは空洞化してしまうことは
困難である」66) 旨の回答を示している．
また，前月から大蔵大臣の諮問を受け「経済金融情勢の推移にかんがみ，銀行に関する銀行法そ

の他の法令及び制度に関し改善すべき事項」67) に関して審議を重ねてきた金融制度調査会が，6月
に答申「普通銀行のあり方と銀行制度の改正について」（以下「普通銀行のあり方答申」）を行った
が，その中での「中小企業金融専門機関」の取扱いは「その果たしている役割等を踏まえ，今後，
調査会において別途検討することが必要」とされただけである．
これを受け1980年4月から中小企業金融制度問題の検討が開始され，9回におよぶ特別委員会で

の会合を経て，同年11月には大蔵大臣に答申（「中小企業金融等のあり方と制度の改正について」，
以下「1980年中小企業金融答申」）がなされたが，そこでも「普通銀行のあり方答申」における金
融機関全般についての議論を前提に，各論として中小企業金融制度を扱ったという位置づけであり，
特に必要な部分の見直しを提言するにとどまった．
銀行局としても，業際問題に関して「周辺分野での競争は促進されるべきであるが，専門性のコ

アの部分はむしろ機能発揮がより求められるとの立場」68) を堅持しつつ，「他業態（特に地方銀行）
の消極的態度，いくつかの相互銀行の経営問題の露呈，および相互銀行業界内での意向の不統一と
いった問題」もあり，「普銀転換の個別事例がいくつか出てくるとすれば，業界大手がふさわしい」，
「また合併を伴うケースが望ましい」と限定的な考え方を出ていない．
さらに，大光相互銀行など一部相互銀行における簿外債務保証問題が表面化する．当局の動きが
鈍い中，この問題をきっかけに，全国地方銀行協会からの強い反対表明等もあって，制度改革への
機運は一気に消沈化した．1980年10月には協会側から要望の撤回申し出に至り，翌月金融制度調査
会答申では「現状の体制維持」との結論が出された．結局，ラウンド1は融資対象の制限緩和などを
骨子とする1981年の相互銀行法改正を含む金融4法の交布をもって終了，制度論議は一旦収束する．
(3) 普銀転換議論の推移（ラウンド2）
普銀転換の議論は，2年後の1983年11月協会内に「基本問題委員会」が設置され再開する．『50
年史』によれば，同年4月の西日本相互銀行による普銀転換および高千穂相互銀行との合併発表が
再開の契機となったようである．その後，1988年7月の大蔵省銀行局長通達によって，正式に普通
銀行への転換が実現する．その間の動きは表4のとおり．
この表に沿って，協会における動きを確認していくと，議論再開の翌年5月には，早くも普通銀

行への全行一斉転換を求める「相互銀行制度の抜本的検討方のお願いについて」の要望書を大蔵大
臣に提出している．その後，1985年4月には，相互銀行含む専門金融制度をめぐる問題点を研究，
整理する目的で，金融制度調査会内に「専門金融機関制度をめぐる諸問題研究のための専門委員
会」（通称「制度問題研究会」）が設置された．同研究会において，例えば第8回では協会は普銀転
換の意見陳述を，1987年4月の第17回では一斉普銀転換を要望する五つの理由69) を記した資料を
提出した．
これらの要望理由は，相銀招待懇談会や相銀首脳懇談会での当時の四島会長の発言からも確認で
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66) 『50年史』，306頁．
67) 『昭和財政史』（2003a），90頁．
68) 『昭和財政史』(2003b)，122頁．
69) ①中小企業金融専門制度としての相銀制度の意義の希薄化，②金融の自由化，国際化の進展および普銀との
同質化への対応，③顧客ニーズの高まりと地域金融サービスの向上，④イメージアップ効果，⑤戦後発足地銀と
遜色のない実態．
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きる．表5は，1984年から普銀転換に関連する主な発言をまとめたものである．
これまでの主張の繰り返しであるが，相銀協会としての普銀転換への願いが一貫している．主に，

普通銀行との同質化が進む一方で，金利自由化や国際化を背景とする業務面でのハンディキャップ
の顕在化，都銀等との競争激化が強調されている．
3.2 普銀転換までの当局の動き
次に大蔵省の動きに着目したい．先述のとおり，1980年の金融制度調査会での議論では，相互銀

行・信用金庫・信用組合の3業態を中小企業金融の専門機関として残しておく方針であった．とこ
ろが，その8年後1988年6月に普通銀行への転換を認めていくことが適切である旨大蔵大臣に答申
し，これを受けて翌7月には大蔵省銀行局長名で「相互銀行の普通銀行転換について」通達が出さ
れ正式に転換が認められる．
この8年間で大蔵省のスタンスを変更させる要因は何であったか．実は，その間の状況を確認で

きる資料は殆どない．例えば，『昭和財政史』（2003c）第4節「2．相互銀行の普銀転換」は，主
に相互銀行の普銀転換を認めた1987年12月金融制度調査会・制度問題研究会報告書の内容とそれ以
降の動きが中心で，それ以前に関しては，地方銀行協会や相銀業界内部，金融制度調査会において
も反対意見が多かった点や，一部相互銀行での経営悪化等があって転換への動きにブレーキがかか
った点に言及しているだけで，僅かに「銀行局としては転換について前向きに考えていた」との記
述がみられる程度である．また，その出典とされる『銀行局年報 平成元年版』も，相銀協会が制
度の抜本的見直しに関する要望書を大蔵省に提出した1984年5月から始まり，同協会と金融制度調
査会の動きを簡単に解説したのちに，相互銀行制度のあり方に関する1988年の金融制度調査会答申
の概要を説明しているのみである．70) そこで，『昭和財政史』，銀行局年報等を中心に関連した記載

相互銀行の普通銀行転換再考（大濱匠一）
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70) ほかに平澤・西崎（2010）があるが，8年間の動向については記載が見られない．

表4 普銀転換議論の推移：ラウンド2（1981年～1988年）

1983年4月 西日本相互銀行，普通銀行転換し高千穂相互銀行と合併を表明

1983年11月 協会に「基本問題委員会」設置，相互銀行制度問題の検討再開

1984年5月 普通銀行への全行一斉転換を求める「相互銀行制度の抜本的検討方のお願いについて」要望書を大蔵大臣
へ提出

1985年6月
金融制度調査会「金融自由化の進展とその環境整備」答申取り纏め：相互銀行等専門金融機関制度の見直
し必要性記載

協会内基本問題委員会の下部機構として「基本問題小委員会」設置，普銀転換への行政への働きかけ強化

1985年9月 金融制度調査会内に「制度問題研究会」設置，相互銀行等専門金融機関制度のあり方について検討開始

1986年4月 第8回同研究会で相互銀行代表による業界意見陳述：普通銀行への全行一斉転換を要望（中小金融機関とし
ての役割変更無し）

1987年4月 第17回同研究会で相銀代表から「相互銀行協会が一斉普通銀行転換を要望する理由」提出

1987年12月 同研究会報告「専門金融機関制度のあり方について」公表，相互銀行制度問題について具体的解決方向呈
示

1988年2月 協会としての普銀転換に関する方針決定，それまでの「全行一斉転換」から「転換希望行の合併転換法に
よる転換」を推進

1988年3月 金融制度調査会内に「金融制度第一委員会」設置：相互銀行制度の具体的方策について審議開始

1988年6月 同委員会より「相互銀行制度のあり方について」報告書を金融制度調査会答申：合併転換法による転換が
適切との結論呈示

1988年7月 大蔵省銀行局長通達「相互銀行の普通銀行転換について」：今後の合併転換法の運用等について指示
(出所) 『50年史』，『相互銀行史』，『昭和財政史』(2003)を参考に作成．
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表5 日本銀行金融研究所アーカイブ資料に見る普銀転換に関する発言内容（下線は著者）

1984年1月19日
相銀招待懇談会（検
索番号：9232-005）
p.1

相銀業界にとって，次の四点が，本年の大きな課題ではないかと思う．
第一は相銀制度のあり方を見直し，相銀の明確なビジョンを確立すること．第二は中小企業，国民大
衆の金融ニーズにマッチした新商品を積極的に開発すること．

同年4月19日
相銀協理事との懇談
会（同-009）p.1

相銀業界は当面2つの大きな問題を抱えている．（中略）
今ひとつは，いわゆる相銀制度問題であり，こちらの方はできれば5月に大蔵省に要望書を提出した

い．（中略）何故ここで制度問題を持ち出すかについて若干ご説明すると，戦後とられた金融における業
務分野の調整は，高度成長期においては旨くワークしたが，現在はいたるところで歪みが生じており，
再構築すべき状況となっているためである．例えば，55年の金融制度調査会では相銀を「大企業と中規
模の中小企業者を主取引先とする金融機関」と位置づけ相銀の制度的必要性を答申したが，(中略)最近
は都銀の総貸出に占める中小企業向け貸出比率は50％近くになっており，むしろ過当競争気味に資金が
供給されている一方，相銀の経営基盤は弱体化しているのが実情である．また相銀の業務範囲はほぼ完
全に普銀と同質化しており実質的には普銀と何ら変わるところがない．従って今後相銀は普銀に転換し，
専門性は各行の経営の個性により追求するのが適当と考えた次第である．

同年10月18日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（同
-035）p.16

（前略）こうした状況下，先般の相互銀行大会では相互銀行制度の抜本的見直しならびに経営の選択を拡
大しうるような競争条件のイコールフィッティングを要望申し上げたが，日本銀行におかれてもご理解
ご支援を賜りたい．

1985年6月13日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（検索
番号：9237-023）
p.2

（前略）このように金融の自由化，国際化は，本格的な進展をみせつつあるうえ，都市銀行等の中小企業
や個人金融分野に対する貸出攻勢も激しく，相互銀行業界をめぐる環境はまことに厳しい状況となって
いる．

1986年1月23日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（検索
番号：9239-005）
p.2

相銀業界にとって長年の懸案であった相銀制度問題については，いよいよ金融制度調査会での議論が
始まるとみられ，私どもとしても，遅くとも2月までに各ブロック毎に一斉普銀転換に対するコンセン
サスを固めるべく作業を進めているところである．

同年6月19日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（同
-024）p.2

（前略）相銀業界が一斉普銀転換を要望しているのも，「相銀であるが故に自らの専門分野である中小企
業取引において都銀より劣るサービスしか提供できないのは納得できない」「中小企業に対しても十分な
サービスを提供できる体制を整えたい」という趣旨からである．

1987年1月22日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（検索
番号：9241-005,6）
pp.2-3

相銀業界では，本年は，相銀制度問題を最重要課題として考えている．(中略)今後，いよいよ金制・
制度問題研究会での本格的な議論が始まるものとみられ，今年こそ大筋の方向がつかめるものと期待し
ている．われわれとしては，近年，相銀と普銀との業務面での同質化が進んでいる状況に鑑み，全行一
斉の普銀転換が実現できるよう強く要望している次第である．

同年6月18日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（同
-020）p.2

（前略）激動の時代にあっては，業務面での1～2年の遅れが決定的な経営格差に繋がりかねないことか
ら，各業態が同一条件で競争できるようご配慮願いたい．こうした観点もあって，我々はかねてより相
互銀行制度の抜本的な改正をお願いしているわけであるが，過去2度にわたる金制・制度問題研究会の
ヒアリングにおいても，都銀等の中小企業金融分野への積極的参入に伴い，相銀と普銀との業務面での
同質化が一段と進展している点について相当の理解が得られたものと思っている．

同年10月15日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（同
-063）p.17

相銀業界として現在最も関心を持っているのは，制度問題である．（中略）
近年，相銀と普銀との業務面での同質化が一段と進展していることや専門金融機関制度は様々な業際

問題を生みむしろ弊害となっていることについては，制問研の各委員も相当の理解が得られているもの
と確信している．

1988年1月21日
相互銀行招待懇談会
四島会長挨拶（検索
番号：9243-007,8）
pp.4-5

本年は相銀業界にとって歴史的にも非常に重要な年になるものと考えている．
ご承知のように，昨年暮に金制・制問研の報告書が公表され，その中で相銀が普銀転換の方法として
一斉転換か，合転法による個別転換か，いずれかを選択するよう求められている．(中略)私共では，2
月の理事会で相銀業界としての意見を取りまとめ，一斉転換か個別転換かを意思決定したいと考えてい
る．
（中略）いずれにせよ，長年に亘る念願であった普銀転換については，一応関門を通過したのではないか
と思っている．

(出所) 日本銀行金融研究所アーカイブ資料より作成．
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を拾い集めてつなぎ合わせることで，8年間を含む普銀転換に至る当局の動きを考察したい．
その動きは3点に整理できるだろう．1980年以前に遡ることになるが，まず1966年澄田銀行局長

による「効率化路線」，金融行政面で普銀転換を促した理論的根拠と法的な枠組みを整備していく
過程である．70年代の石油ショック等世界経済情勢の大変動を経て，80年代初めからの「銀行行政
の自由化，弾力化について」に基づく6次にわたる措置が二つ目，最後は日米円ドル委員会など外
圧による金融自由化・国際化への対応である．
これらから推測すると，相互銀行の普銀転換は，大蔵省が描いた金融自由化・弾力化の政策（シ

ナリオ）の一環であったと考えるのが自然であろう．その点を念頭に置きつつ，まず最初のキーワ
ードである「金融効率化」から見ていく．
(1) 金融効率化行政
きっかけは，1966年7月大蔵省銀行局長に就任した澄田智氏による「金融効率化論」である．こ

れは戦後金融行政の流れを大きく転換したといわれる．71) 戦後処理としての金融機関の再建整備，
金融秩序の維持，金融制度の体系整備などに重点をおいた昭和20年代，「金融正常化」を掲げ，金
融機関の健全化・近代化，預金者保護・信用秩序維持のための保護行政および業務分野規制制度の
堅持等を中心とした昭和30年代に対して，昭和40年代の効率化行政は，業務分野規制の再検討，金
融機関間の競争行動の促進，競争環境の整備を打ち出し，戦後の管理行政と過保護・競争制限的行
政から大きく脱却したからである．澄田局長の金融効率化論は，当時の「様々な行政理念やそれに
もとづく議論にも一応の区切りをつけ」て，戦後の金融行政の「基調を大きく転換する役割を果た
した」72) のである．
一方で，中小企業金融制度に関しては，効率化論以前にも議論がなされており，澄田銀行局長就

任前の6月に開催された金融制度調査会の中で「当面の審議課題として（中略）金融制度全般にわ
たる再検討の第一弾として中小企業金融制度を取り上げること」73) が決定されており，既に銀行局
内で方針化されていただけでなく，中小企業金融機関の合併推進について法制局への問い合わせを
行うなど法的検討にも着手していたようだ．74)

その後，金融制度調査会での審議を経て，1967年10月に「中小企業金融制度のあり方」に関する
答申が提出された．内容は「金融全体としての効率化を図る必要があり，このためには，特に金融
機関相互間に適正な競争原理が働く環境が整備されていなければならない」との考えに基づき，合
併・転換等の円滑化のための法改正が明示された．そして翌年2月には，「整備改善法」と「合併
転換法」からなるいわゆる中小金融2法が国会に提出され，同年6月に公布された．
後の相互銀行の普銀転換において，その方法をめぐって一斉転換か個別転換か議論があり，最終

的にこの「合併転換法」に基づく個別転換によって実現されたが，この時既に転換のための法的地
ならしが済んでいたのである．75)

そして，その理論的根拠となったのが澄田の「効率化行政」である．前述のように，時系列的に
は，銀行局内で既に合併の積極推進方針が提起されているなどの動きは見られるものの，澄田局長
によって理論武装され，正式に銀行局の方針になったと考える．そして「効率化行政の実施は，す

相互銀行の普通銀行転換再考（大濱匠一）
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71) 『昭和財政史』(1991)，347頁．
72) 『昭和財政史』（1991），348頁．澄田の効率化論は，澄田（1992）でも詳述されている．
73) 『昭和財政史』（1991），353頁．
74) 1966年5月27日銀行局中小金融課「合併促進のための措置について」（『昭和財政史』（1998），260頁）．
75) 合併転換法の成立経緯および20年後の相互銀行の普銀転換につながった点については，澄田（1992）37-38頁
にも記載がある．
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でに進んでいた金融制度調査会の中小企業金融制度の再検討（中略）から着手すること」76) とされ
たのである．
(2) 石油ショック以降の銀行行政の自由化・弾力化
ところが，1968年中小企業2法制定以来，2番目の動きである銀行行政の自由化・弾力化措置が
始まる1981年まで大きな変化は見られない．ただ，1973年に発生した石油ショックに伴う経済変動
への対処の中から長期的な金融制度の見直しの動きが出てくる．
石油ショックは激しいインフレーション，不動産を中心とする資産投機を招き，直後は金融行政
の力点も，銀行に対する世論の批判の高まりも受けて，中小企業金融対策，融資規制などインフレ
や資産投機に対する緊急的な対応に置かれたが，高度成長の終焉をもたらした出来事であり，金融
制度見直しのきっかけになったことは間違いないだろう．実際，緊急的対応が落ち着いた1975年ご
ろからは，澄田路線を強化する「新金融効率化行政」と称される運営がなされ，中小企業金融だけ
でなく，「新しい経済構造にふさわしい体制の整備」や「今後の経済情勢の変動に確実に適応」77)

するような金融機関全体のあり方が模索された．
この辺の動きは，銀行局長の私的諮問機関として設置された「金融問題研究会」が1978年5月に
銀行局長に提出した「経済社会環境の変化に対応した今後における金融機関のあり方に関する報告
書」で明確化され，「普通銀行のあり方答申」につながっている．しかし，中小企業金融を巡る業
際問題に対して「現状維持」をキープし，転換の要請に対しては，あくまでも合併を伴うという限
定的考えであった点は先述のとおりである．
実際，西日本相互銀行と高千穂相互銀行との合併・転換に際しては，1984年2月「合併・転換
法」に基づく正式認可申請を経て，同年3月21日付をもって認可された．当局として，普銀転換は，
合併・転換法第6条第2項の規定に基づく四つの基準78) に沿って，個別対応するというスタンス
を保ったわけである．
しかし，漸進的ながら「現状の体制維持」方針を浸食していく動きが始まる．1982年銀行法改正

を含むその後数年間の金融行政である．その基本姿勢は，「自由化・弾力化を漸進的・段階的に進
めること」であった．そこには，当局内に，国際化が進展する中，もはや「護送船団方式」による
従来型の国内規制の維持は困難であり，金利や商品サービスの自由化，相互乗り入れや提携を含む
金融自由化の流れは避けがたいという認識があったようである．そして，1981年6月に銀行局より
「銀行行政の自由化，弾力化について」（第1次）が示され，以降1987年まで6次にわたって，毎年
自由化・弾力化措置が発表された．
実際，この一連の銀行行政の自由化，弾力化措置によって，相互銀行の業務の拡大や同質化が進

むことになる．例えば，第2次では相銀協会海外分室の設置が認められ，第3次では設置場所自由
な体質強化店舗の存続，小型店舗に限定しない方針が出され，第4次では他業態と共に国債窓販も
開始され，この中で，79) 西日本相互銀行の普銀転換も実現された．第5次では相互銀行による海外
駐在員事務所設置も可能とし，相銀データ伝送システム（SDS）の発足が，第6次では公共債のデ
ィーリングの取り扱いなども認められた．
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76) 『昭和財政史』(1991)，349頁．
77) 『昭和財政史』(2003a)，66頁．
78) 四つの基準とは，①金融の効率化に資すること，②地域の中小企業金融に支障を生じないこと，③適正な競
争関係を阻害するなど金融秩序を乱すおそれがないこと，④業務を的確に遂行する見込みが確実であること，で
ある．
79) 第四次措置Ⅳ.合併・再編関係 1．相互銀行の普銀転換（『昭和財政史』（2003b），138頁）．
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以上，70年代，石油ショックを契機とした経済情勢の大幅な変動等を背景に，銀行行政は金融制
度の全体的な見直しに舵を切ることとなり，80年代初頭相互銀行含む中小企業金融制度も一旦は現
状維持と個別対応との方針が堅持されたが，その後は，銀行行政の自由化・弾力化措置により着実
に同質化が進行し，普銀転換にむけ外堀が埋められていく．
(3) 金融自由化・国際化
同質化が進行するものの，中小企業金融制度についての方針は，「1980年中小企業金融答申」以

来，現状維持のままである．ところが，その5年後に転機が訪れる．
1982年9月金融制度調査会内に小委員会が設置され，金融自由化と国際化についての審議が行わ

れた80) が，その第三次中間報告で現状維持方針とは大きく異なる見解が示されたのである．1985年
6月発表の第三次中間報告「金融自由化の進展とその環境整備」では，「近年中小企業金融等の専
門金融機関と普通銀行等との業務面での同質化が指摘されており，そのあり方についても，業務の
実態等を見極めつつ早晩検討していく必要があると思われる」と述べられた．業際・制度問題につ
いてこれまでの方針を踏襲した見解を示した1983年4月の第一次中間報告からは大きな変更である．
その方向転換を促したのは，1983年11月のレーガン米大統領訪日を契機とした金融市場開放要求

であろう．つまり，その際の日米合意，翌年2月から始まった円ドル委員会，5月30日に発表され
た「日米円ドル委員会作業部会報告」，そして，同時に公表されたのが「金融の自由化及び円の国
際化についての現状と展望」である．
実際，第三次中間報告は，日米ドル委員会に関連する二つの文書に言及して「今後の金融自由化

の進め方に関する基本的考えを示した」としたうえで，「この二つの文書に盛り込まれた自由化措
置は，これまで着実に具体化されてきた」と述べている．つまり，1980年現状維持とされた中小企
業金融制度が1985年に方向転換した背景には，金融の自由化・国際化の流れを加速させた1984年日
米円ドル委員会があったと思われるのである．
そして，方向転換後の3ヶ月後金融制度調査会「今後の金融のあり方に関する小委員会」第38回

会合で「専門金融機関制度をめぐる諸問題研究のための専門委員会（制度問題研究会）」を設置し
た．同専門委員会では，「専門金融機関制度は我が国の金融機関制度の一つの特徴をなすものであ
り，そのあり方を検討するにあたっては広い視野にたって十分な時間をかける必要がある」との認
識の下「金融の自由化や国際化が金融機関の業務や金融環境に与える影響を十分見極めていく必要
がある」81) とした．つまり，各専門機関のみならず，政府や日本銀行，82) 都銀や地銀などの立場も
あり，慎重に時間をかけて本格的な議論を行うための環境を醸成し，将来の本格的議論に向けての
準備作業が必要という考えだったと思われる．それでも，長短分離，信託分離，外国為替専門銀行
制度，相互銀行という四つのテーマを設定して具体的な審議が動き出した．
2年後の1987年には，22回の審議を経て中間報告書「専門金融機関制度のあり方」とが取りまと
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80) この小委員会の設置の背景については，小委員会第三次中間報告冒頭に記載がある．各中間報告の全文は，
第一次が全国銀行協会（1983）18-26頁，第二次が同（1984）39-66頁，第三次が同（1985）16-20頁に掲載され
ている．

81) 『銀行局金融年報』（1981）第34回昭和60年版，24－27頁．
82) なお，当時の日本銀行のスタンスを窺わせる発言が日本銀行金融研究所アーカイブ資料（検索番号9237：「相
銀協理事との懇談会の模様 60年」）にある．1985年4月18日開催の相銀協理事との懇談会の席上，当時相銀協会
の四島会長が，普銀転換後の西日本銀行の日銀借入枠が大幅増加したことに言及し，普銀との競争条件における
格差を指摘したが，日本銀行当時の玉置理事からは，普銀転換による日銀貸出枠の大幅増加とは考えられないこ
と，副総裁からは準備預金の負担増など普銀転換に伴うコストアップの指摘があり，メリットばかりでないなど
相銀協会側からの普銀転換要望を牽制した発言が見られている．
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められた．83) 本報告書では，前半で，金融制度を取り巻く内外の環境変化について基礎的な論点整
理をした後，後半で各制度の問題点を整理して今後の検討課題としたが，相互銀行だけは方針が出
され，当該制度の廃止を認める旨の内容となった．その理由として，同質化や中小企業金融の現状，
金融自由化・国際化の流れなどが挙げられている．その後，論点はもっぱら一斉転換か個別かとい
う方法論に移行し，当該答申を受けて，金融制度調査会に設置された金融制度第一委員会において，
1988年2月から審議が開始された．3ヶ月後の5月19日には報告書「相互銀行制度のあり方につい
て」がまとめられ，転換を希望するものについては「合併転換法」による（個別）転換を求めると
して，翌6月9日に調査会答申が提出された．これにより，正式に相互銀行の普銀転換が決定され
た．
以上が普銀転換までの行政側の動きである．まずは1960年代半ばからの戦後金融行政からの脱却
をめざす「効率化行政」があり，中小企業金融制度について見直しの理論的根拠と法的整備が与え
られ，その後の土壌が形成されることになる．次は，石油ショック等を起因とした経済情勢の大変
動と制度見直しの動き，1980年初期に始まった金融行政の自由化と弾力化である．一部相銀の不祥
事や様々な反論がある中で一時停滞が見られたが，「弾力化」措置によって垣根の撤廃が粛々と進
められた時期である．1960-70年代に地ならしが済んでいた「効率化」という土壌のうえに80年代
を通して「同質化」の種が蒔かれ成長が促された．最後は，市場開放を求める米国からの外圧を伴
う金融自由化・国際化の流れであり，これにより1985年頃から相互銀行制度の見直し論は一挙に加
速化（種は開花）して，1989年には普銀転換が実現し，ここに相互銀行という業態は消滅すること
になる．
3.3 庶民金融の視点から見た普銀転換の歴史的意義と本質
これまで，普銀転換までの動きを相互銀行側と行政側両面から見てきたが，その過程を整理して
みると，大きな流れの一つは普通銀行との同質化が進んだこと，二つ目はその背景には金融自由
化・国際化があったこと，三つ目は都市銀行等との競争激化，特に相互銀行の専門分野である中小
企業金融への浸食があったことである．そして1980年時点で中小企業金融専門機関について現状維
持方針を表明していた大蔵省だが，1987年12月「専門金融機関制度のあり方について」を踏まえて，
普銀転換へと舵を切る．
以上は普銀転換に関するある意味「定説」である．しかし，普銀転換は，金融史的には，鎌倉時
代から700年以上にわたり引き継がれてきた無尽金融の流れを汲む相互銀行という一つの金融形態
の終焉だったといえる．であるならば，これまでの「定説」だけの理解でよいのであろうか．長い
庶民金融の歴史の重みを踏まえつつ，あらためて普銀転換の本質について考察すべきではないだろ
うか．ここでは，森（1988）による指摘，麻島（1984）の研究を踏まえた歴史観の問題，最後に清
水（2007）の分析に基づくパワーゲームとしての特性という三つの目線から，その本質にアプロー
チしてみたい．
(1) 普銀転換の問題点～時代を超えた金融の本質とは
1987年12月4日金融制度調査会の報告に対して，翌年，森（1988）は雑誌のなかで四つの問題点
を指摘している．そこでは「答申について気がかりなこと」として，第一に，経営多角化によるメ
リットとユニバーサル・バンクの利点を強調しつつ，規制緩和によって同じ土俵の上に金融機関を
すべて放り出して競争させることが狙いであること，第二に，金融機関の制度改正が優先されるあ
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83) 審議開始から約6年後の1991年6月「新しい金融制度について」が答申され，ほか三つのテーマ，長短分離，
信託分離，外国為替専門銀行制度に関しても決着を見ることとなる．
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まり，主役たるべき産業構造なり地域構造は無視され，特に中小企業金融についても皮層的な見解
となっていること，第三に，六大企業集団と金融系列の関係はまったくふれられていないこと，第
四に，答申がめざす金融の行きつく場あるいは金融機関のあるべき理想像が皆目わからないこと，
の4点を列挙した．
特に，第三以外は，直接的に相互銀行の普銀転換に関する本質を突いており，庶民金融の視点か

ら見ても示唆に富むものである．
3.2で，「効率化行政」の始まりから，石油ショック後の金融自由化・国際化の流れのなかで競争

原理を中心とする新しい金融制度を模索した当局側の動きを見てきたが，第一の指摘は当局側の思
惑を的確に捉えている．つまり，「専門制を希薄化させ，すべての金融機関を同質化したものと見
なし，同じ土俵の上で競争させることをねらったものであり，効率主義と競争原理を強く打ち出し
た」，「金融効率化行政の総仕上げ」（森（1988））である．
普銀転換の要因とされた「同質化」についても，第二の「中小企業金融の皮層的な見解」という

文脈で評価する必要があろう．3.1で，「同質化」の実態として，相互銀行法における五つの特性が
希薄化していく業務面での変化と融資構成面の変化を挙げたが，本来の顧客層である中小零細企業
などの立場からは，前者についてはその利便性を高めるためと捉えれば，必ずしも消極的に捉える
必要はなかろう．ただ，後者には，都銀や地銀からの浸食がもたらした受動的な「同質化」という
側面もあるが，取引の大口化や中堅・大企業取引の増加など，明らかに「中小企業金融専門機関と
してのアイデンティティを喪失し，80年代末に同等の競争条件を得るべく」（岩佐（1997）），自ら
能動的に「同質化」をめざした面も否定できない．そうすると，「同質化」は「進んだ」のではな
く，積極的に「進めた」相互銀行と「進めさせた」当局という関係性の結果であろう．時代の流れ
を免罪符に，自らの源流を忘却してまでも業績拡大を図ろうとした相互銀行，それを「効率化」の
名のもとに推し進めた「勢いづいた行政側の積極的態度」（森（1988））があったと解釈できる．
さらに，「金融の理想的姿」や「“もの”や“実体”から離れた“かね”の世界だけが強調される

だけで，肥満体の異常性やふくれ切った風船玉の糸が切れてどこに行きつくのかまったくわからな
い点にはふれられていない」（同前）との見解には森の懸念が最大限表現されている．そうして，
その問題意識は，規制緩和による競争で弱肉強食化し「“効率”の原理だけが強調されて，“必要”
の原理はどこにもみあたらない」（同前）状況をしっかりと捉え，第四の問題点，すなわち金融の
役割や位置づけという真髄に迫っていく．森の議論のなかで注目すべきキーワードは「“もの”や
“実体”から離れた“かね”の動き」，「“必要”の原理」，「構造自体への配慮」，「金融の理想的姿」
である．長年庶民金融の歴史やその思想というテーマに向き合ってきた森84) から見れば，相互銀
行の普銀転換の議論が，あまりにも「効率」や「競争」を主軸においた側面に終始し，金融が実体
経済や産業，地域に果たすべき役割という部分に至っていなかったことが「気がかり」だったので
あろう．その点が「金融機関はあくまでも裏方であるべきものが，ここでは主役として登場し，
“もの”“地域”の構造自体がみうしなわれている」（同前）という表現にも如実に表れている．
普銀転換は当時金融業界や金融行政の中でも多くの議論がなされたが，森のような見解は殆ど見

られない．そして「金融機関が単に収益追求だけを目的とした場合に，安易なマネー・ゲーム的な
方向に進んで中小企業自体の存立に大きな影響を与えることすらなる」（同前）との森の危惧は，
その後のバブル発生とその崩壊として現実化した．この点，例えば，今日海外におけるソーシャル
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84) 特に，その『庶民金融思想史大系』（Ⅰ～Ⅳ）は，庶民金融を育んできた思想の系譜を徳川時代から戦後の信
用金庫まで辿った代表的著作である．
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バンクなどをめぐる議論では，実体経済の尊重，金融が果たすべき役割などが中心テーマ85) とな
っているが，30年以上も前に同様の見解を示した森の主張は，相互銀行の普銀転換に，時代を超え
て金融の本質を見据えた議論の必要性を提起していたと言える．
(2) 普銀転換論議に見る歴史観の問題
もう一つ，普銀転換論で見過ごされていたのは歴史観であろう．相互銀行の歴史を遡れば，鎌倉
時代に発生した無尽・頼母子講である．それらは，農民や市井の民のための金融として長年庶民の
間に生き残ってきた仕組みである．普銀転換の議論の中では，独自の業務である掛金業務の取り扱
いが主な争点の一つとなってきたが，それはあくまでもテクニカルな部分であり，無尽金融の流れ
を汲む相互銀行の真の独自性ではない．中世の時代から脈々と引き継がれてきた相互扶助精神に支
えられた「庶民のための金融」こそが真の独自性であろう．もちろん，中小企業金融の専門機関と
いう立ち位置は普銀転換の議論の中でも重視されているものの，自らの使命や役割を無尽金融とい
う歴史的文脈の中で捉えたうえでどうあるべきかという，森（1988）の言葉を借りれば「金融制度
の行きつくべき理論や軟着陸すべき目標となる姿」を念頭においた問題意識は見られない．自らが
果たすべきミッションやあるべき姿を模索するうえで，それが引き継いできた歴史に向き合い，そ
の歴史観の中で自らが置かれた立ち位置を捉え直す作業は必要不可欠である．
ところが，普銀転換の議論をめぐる一連の資料の中には，相互銀行の前身たる無尽金融について
言及された箇所は見当たらない．それどころか，例えば1987年12月の金融制度調査会答申には「普
通銀行の歴史は100年に及ぶが，相互銀行は40年弱の歴史しかない」と記されており，無尽会社は
おろか，遡れば鎌倉時代にルーツを持つ無尽金融の700年におよぶ歴史は一顧だにされていない．
100年足らずの普通銀行の歴史など足元にもおよばない長い年月の蓄積があるにも拘わらず，であ
る．相互銀行という一つの金融形態を転換しようという歴史的議論においてさえ，この程度の「歴
史認識」である．
もっとも，このような歴史観の欠如は，普銀転換議論以前から見られていたようである．参考と
なるのは麻島（1984）の研究である．麻島は，1954年から1983年までに刊行された相互銀行各行の
社史を対象に，前身である無尽会社時代や無尽金融の歴史がどのくらい取り扱われていたかを調査
した．前提には「相互銀行は(中略)戦後生まれの金融機関であるが，実質的には相互銀行の多くは，
戦前から存在した無尽会社が転換したものにほかならない」という歴史観があり，そのうえで「相
互銀行史も無尽会社時代と相互銀行時代から構成されるのが通例である」として，無尽会社時代と
相互銀行への転換について，各社史の内容を検討した．86) 着目すべき所見の一つは，無尽時代等の
記述量について相当数の頁が充当されているのは35行中2割の7行に過ぎず，それ以外は「もっと
書いて欲しかった」（5行），「設立事情等をもっと掘り下げて書く余地はあった」（6行）などの見
解が見られる程度だという点である．87) また，無尽，無尽会社の説明については，「574頁の本文全
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85) 金融を通じて社会的価値の創出をめざす金融機関の国際的ネットワーク「価値を大切にする金融グローバル
連合（GABV：The Global Alliance for Banking on Values）」が提唱している6原則の一つ「リアルエコノミー」
は，実体経済を重視した金融をめざしている．また，Katrin and Lillian (2021）では，社会的環境的な課題に取
り組むための手段として金融を位置づけている．

86) その対象とした行史は，刊行時点で1951年相互銀行への転換以前までカバーした20年～50年史のもので，結
果的に，35行，延べ41冊の相互銀行史となっている．調査項目は，周年起算の時点，総頁数，本文頁数，対象頁
数（無尽金融時代，相互銀行への転換に関する記述部分），執筆者，記述内容，検討項目は，①無尽，無尽会社
の説明，②地方無尽業―前身会社の説明，③無尽業の集中，④再建整備と相互銀行への転換など6項目におよぶ．

87) 麻島（1984）は，相当数とは本文頁数に対して50％以上のことだとし，50％未満から30％以上が5行，30％
未満は23行だったと指摘している．
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部が中世無尽から説き起こして(中略)『わが国無尽金融の淵源，発展』に費やされている」森嘉兵
衛による『興産20年史』のような例外的な行史を除いては，「他書を下敷にして概要の紹介に多く
の頁を費やしている行史」などが多いとしている．地方無尽業についても興産相互を除くと，薩摩
の模合の説明が旭相互の行史に見られる程度であり，その他は「通り一遍の記述に終わりがち」88)

と断じている．
以上が麻島（1984）の研究を踏まえた各行社史における歴史記述の状況であるが，一部を除いて，

自行の前身である無尽会社を含めその起源に迫ろうという歴史観や歴史認識はかなり薄い．3.1で
見た相互銀行側の動きにも歴史議論は見られない．「相互銀行になってからの歴史が積重なってい
けばいくほど，無尽会社時代はとおくなり，もはやその時代に果たしていた無尽会社の社会的役割，
金融的役割を明らかにする努力も薄れていく」（麻島（1984））のである．
(3) 普銀転換というパワーゲームにおける「本来の主役」の不在
清水（2007）は，1980年代のバブル発生の原因を明らかにするため，戦後金融制度改革について

その政治過程の観点から分析した．制度変更の権限を持つアクター（与党政治家や大蔵省）と，権
限を持たないアクター（金融機関）との間の相互作用を踏まえながら，最終的には変更がもたらす
利益と制度維持からの利益の大小によって，維持か変更が決められているという見解を示し，その
枠組みに沿って1980年代後半に長期信用銀行と信託銀行の両制度の変革が進まず維持された背景を
考察した．先に「専門金融機関制度のあり方」において，四つの制度問題のうち，相互銀行だけ普
銀転換という方向性が打ち出された点を述べたが，同論文を援用すると長銀や信託問題を差し置い
て先に相互銀行制度の見直しだけが早々と決着した事情が分かる．
清水（2007）は「アクターの戦略的相互作用と制度の継続・変化」として，いくつかのパターン

を示しているが，相互銀行制度については，そのうちのパターン③で示される制度の変化に該当す
ると考える．3.1で見た相互銀行側の動きと3.2における当局の動きを当てはめると，まず現行制度
に不満を持つ権限を持たないアクター（相銀協会）が，権限を持つアクター（大蔵省）に制度変更
を要求する（例えば，1978年相銀協会から金融制度調査会あてに相互銀行制度の早期審議を要望）．
ただし，当時権限を持つ大蔵省としては制度変更による利益が少ない（あるいは他業態からの反対
意見や相銀自体の経営悪化問題などでコストが大きい）として，制度維持を決定したが，その後再
び1984年に権限を持たない相銀協会が普通銀行への全行一斉転換の要望書を権限を持つアクターに
提出し，これに対して大蔵省は，制度変更による利益（金融効率化，自由化の実現）が維持による
利益（制度の固定化による安定，他業態からの反対の抑制）を上回るとして制度変化（すなわち普
銀転換）を容認したと説明ができる．この分析が独特なのは，相互銀行の普銀転換という制度変化
も複数の関連するアクター間のパワーゲームと捉えることができる点である．
ただ，そこに見えるのは「本来の主役」の不在であろう．登場するアクターは相銀協会と大蔵省

だけであるが，金融制度改革の真の主役は顧客，相互銀行にとっては中小零細企業であり庶民では
ないのか．普銀転換議論においては誰のための制度改革かという目線が欠けている．この点は森
（1988）の議論に重なるものがある．
相互銀行の普銀転換に至るまでの経緯や議論を見ると，金融自由化の流れのなかでの普通銀行へ

の同質化，都銀等との競争激化を挙げつつ，ともすれば歴史の必然という見方をされがちであるが，
森（1988）が主張する金融本来の役割やあるべき姿などに対する議論の欠如，麻島（1984）の研究
により指摘できる歴史観や歴史認識の希薄化，清水（2007）から解釈できるある種のパワーゲーム
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88) 以上，カッコ内は麻島（1984）53-55頁．
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とみた場合の産業や地域という主役の不在という側面も否定はできない．普銀転換からほどなくし
て日本の金融はバブル発生と崩壊を経験するが，普銀転換に至るまでの議論やプロセスには，森
（1988）の危惧を含めて本節で考察した問題点や歴史的教訓が内在していたことは確かである．

4 おわりに～相互銀行の普銀転換が意味すること
本稿では，無尽金融を源流とする庶民金融や相互扶助金融が，戦後相互銀行へと継承されていっ
たという前提のもと，普銀転換という金融史における一大事件に焦点をあて，その背景や要因を検
証しつつ，その源流である庶民金融の目線から，その歴史的意義や本質に迫ろうとした．
第2節で辿ったように，無尽会社が相互銀行に転換する過程で，GHQという大きな外圧に対し

て，業界や行政も無尽金融というルーツに対する歴史認識とともに庶民金融の特性と経済社会にお
ける役割を守ろうと尽力した．しかし，その後相互銀行は普銀転換により名実ともに庶民金融とし
ての特性と位置づけを消失した．その背景にも金融自由化や国際化を求める外圧があったが，今回
の普銀転換を積極的に促したのは，むしろ業界であり行政自身であった．そこで見えてきたことは，
相銀業界が金融機関の本来あるべき姿や役割に対する認識，自らの使命感を見失ったこと，その役
割等を考察する際の拠り所である自らの源流や歴史への認識を欠いたこと，パワーゲームの中で制
度の主役たる産業や地域，顧客が不在であった点である．無尽会社から相互銀行へ，そして相互銀
行から普通銀行へ，戦後40年以上にわたる二つのプロセスは，無尽金融の長い歴史の連続と断絶を
示しつつ，庶民金融や相互扶助金融の本質を問いかけている．
近年，ESG投資，ソーシャル・ファイナンスなどが活発化し注目を集めている．89) 財務的リター
ンだけでなく，貧困や格差など社会的課題や環境問題への取組みをめざした金融行動や投資活動で
ある．中でもマイクロファイナンスやコミュニティファイナンスは，庶民金融，相互扶助金融とい
う点で無尽金融との共通項が多く，90) 日本における源流として無尽金融を認める見解もある．91) 庶
民金融について，森（1977）は「江戸時代から今日に至るまでなおかつ不遇の立場にある人々のた
めの金融」と述べているが，それはマイクロファイナンスなどソーシャル・ファイナンスがめざす
姿でもある．
本稿では，庶民金融の視点から相互銀行の普銀転換に至る流れを検証し，その本質と歴史的意義

を問い直すことを試みた．その問いに対しては，今後ソーシャル・ファイナンスという現代的かつ
包括的な光を照射していくことも有用と思われ，本稿が一つのきっかけとなることを期待したい．

（横浜国立大学）

投稿受付2022年5月23日，最終稿受理2024年5月13日
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《SUMMARY》

RETHINKING THE CONVERSION OF MUTUAL BANKS INTO
ORDINARY BANKS:

FROM THE PERSPECTIVE OF A COMMON PEOPLE’S FINANCE

By SHOICHI OHAMA

In 1989 and 1990, Mutual Banks were converted into ordinary banks. In Japan, the origin of
Mutual Banks was the‘mujin’finance which was born in Kamakura era and has supported
common people’s life since then for about more than 700 years. This paper examines the
conversion of Mutual Banks as one of biggest events in Japan’s financial history from the
perspective of the common people’s finance, while rethinking the background and drivers of this
conversion to seek its historical significance and essence.

（Yokohama National University）
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